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姫路市教育振興基本計画（計画期間：平成 27 年度～31年度）の基本理念「ふるさと姫路の未

来をひらく人づくり ～学び、つながり、高め合う教育を目指して～」に基づき、基本計画が

掲げる三つの基本的政策に沿って検証する。 

 

 

○基本的政策１「魅力ある学校教育の推進」 

 

政策１「魅力ある姫路の教育創造プログラムの推進」 

〈施策１－１〉「人間力を身に付けた子供の育成」 

  個に応じて「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」をバランス良く育成するとともに、

時代のニーズに対応するキャリア教育、国際理解教育、防災教育、消費者教育など現代的

な課題に関する教育を実施した。また、特別な支援が必要な子供への教育の充実を目指し

た。 

 

１ 「確かな学力」の育成 

(1) 関連事業 

わかる授業の推進、外国語教育の充実、理数教育の充実、教育の情報化の推進 

(2) 主な取組 

わかる授業の推進に関しては、課題に応じた短時間学習「ひめじ学びタイム」の創

設、保護者向けリーフレット「家庭学習のすすめ」の作成、調べる力育成プロジェク

トの推進など、具体的な方策を示した。また、「ひめじ板書コレクション」と題した具

体的な実践事例を各校より 400 点以上収集し、内部ポータルサイトに掲載することで

全ての教職員が活用できる仕組みを構築した。外国語教育の充実に関しては、外国語

指導助手（ＡＬＴ）との連携や小学校外国語指導補助員の派遣により、指導の充実を

図った。教育の情報化の推進に関しては、電子黒板機能付ディスプレイの更新などネ

ットワークシステムの整備及び機器の計画的更新を図った。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「学校の勉強はわかる」と答える児童生徒の

割合が、平成 27年度と比べ、小学生が 2.0 ポイント、中学生が 5.0 ポイント増加して

おり、また、「小学校外国語活動指導補助員が派遣されることで、教育効果が高まって

いる」と答える教職員の割合も、平成 27 年度と比べ、1.5 ポイント増加している。 

一方、「ICT 機器を使って資料等の拡大表示をしたり、デジタル教材を活用したりす

るなどの工夫をした授業を週に１回以上普通教室で行っている」と答える教職員の割

合については、着実に増加しているものの、中学校については依然低い状況にある。 

今後は、ICT 機器の活用を更に促進し、教育の情報化の推進を図るとともに、新しい

時代に求められる資質・能力の育成を目指し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に

向けたわかる授業の実践を推進することが求められる。 

    

（参考） 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

小学生 89.6 90.1 90.8 91.6 90

中学生 71.1 72.2 74.3 76.1 75

93.4 93.7 93.5 94.9 100

81 75 82.9 88.8 86

小６ 76.1 75.1 76.7 80.7 80

中３ 61.7 68.5 63.4 67.7 65

小学校 82.1 84.2 85.9 87.2 80

中学校 38.6 48.3 54.9 65.1 80

算数・数学の授業の内容はわかると答える
児童生徒の割合 (%)

観察・実験アシスタントの方が来られて、理科の授業が
わかるようになったと答える児童生徒の割合 (%)

小学校外国語活動指導補助員が派遣されることで、教
育効果が高まっていると答える教職員の割合 (%)

学校の勉強はわかると答える児童生徒の
割合 (%)

ICT機器を使って資料等の拡大表示をした
り、デジタル教材を活用したりするなどの工
夫をした授業を週に１回以上普通教室で行っ
ている教職員の割合 (%)

基本的政策１「魅力ある学校教育の推進」 
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   ※この指標は、毎年作成している「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結果報告書」

において、施策の進捗や達成状況を示す一つの参考材料として、施策ごとに設定したものである。 

取組の成果欄の「27 年度」～「30 年度」は実績値を表し、「目標値」は、令和元年度時点の目標値を平

成 27 年度に設定したものである。（以下同じ。） 

 

２ 「豊かな心」の育成 

(1) 関連事業 

道徳教育・人権教育の推進、体験活動の充実、文化活動の充実、ジュニア姫路検定

の実施、姉妹都市との交流 

(2) 主な取組 

道徳教育・人権教育の推進に関しては、計画訪問を平成 27 年度から平成 30 年度ま

で合計 201 回実施、要請訪問を同期間で 264 回実施した。また、平成 30 年度には小学

校教員で道徳教育教材検討委員会を組織して、授業公開の実施、研究紀要冊子の作成

などにより、人権教育を基盤とする道徳科の授業づくりについての研究を深めた。さ

らに、同期間において第２次姫路市新・中学校区群人権教育研修会で 60 校が発表し、

校種を超えて研修が行われた。体験活動の充実に関しては、全ての市立幼稚園５歳児、

小学４年生、中学１年生を対象に、毎年、市内の施設や企業等を利用した体験活動を

実施した。ジュニア姫路検定の実施に関しては、「姫路っ子」として身に付けておきた

い知識や児童生徒等が興味関心を示す内容について、総合教育センターや市内の連携

施設で検定を実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

     下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「自分にはよいところがあると思う」と答え

る児童生徒の割合は、平成 27 年度と比べて 9.3 ポイント増加しており、また、「学校

や地域でいろいろな人とかかわりをもつことは、大切なことだと思う」と答える児童

生徒の割合が、平成 27年度と比べて 2.5 ポイント増加、「ジュニア姫路検定受検者数」

が、平成 27 年度と比べ約 400 人増加するなど、概ね良好な結果となっている。 

今後は、「特別の教科 道徳」を要としつつ、あらゆる教育活動を通して道徳的な判

断力、心情、実践意欲と態度等の道徳性を養うために、子供の心に響く授業創造に向

けた指導体制の充実を図ることが求められる。 

    

   （参考） 

 
 

３ 「健やかな体」の育成 

(1) 関連事業 

   学校体育の充実、学校保健の充実、食育の推進 

(2) 主な取組 

学校体育の充実に関しては、全ての学校において全国体力・運動能力、運動習慣等

調査の結果を分析し、地域や学校の実態を踏まえ、ジャベリックボールやドッジビー

等を用いて投力の向上を目指したり、短縄やダブルダッチ等を用いて敏捷性や持久力、

跳躍力の向上を目指したりするなど、各校独自の体力向上１校１実践運動に取り組ん

だ。学校保健の充実に関しては、食物アレルギー対応マニュアルを活用し、研修会の

実施やマニュアル運用に係る連絡会を開催した。食育の推進に関しては、全ての学校

において食に関する指導の全体計画・年間指導計画を作成し、生きた教材としての学

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

72.4 71.7 73.8 81.7
全国平均値

㉚81.4

91.6 91.7 91.9 94.1 92

1,894 1,561 1,699 2,297 2,100

100 100 100 100 100

ジュニア姫路検定受検者数 (人)

姉妹都市中学生合宿交歓会の内容に満足している生
徒の割合 (%)

学校や地域でいろいろな人とかかわりをもつことは、大
切なことだと思うと答える児童生徒の割合 (%)

自分にはよいところがあると思うと答える児童生徒の
割合 (%)
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校給食の活用等により、給食の時間を中心に、特別活動、各教科等学校教育活動全体

を通して食育を推進した。 

(3) 取組の成果と課題 

     平成 30 年度の新体力テストの結果については、平成 27 年度と比べ、小学校では 96

項目中 79 項目（82.3%）、中学校では 48 項目中 29 項目（60.4%）で記録が向上してい

るが、それぞれの項目について全国及び兵庫県と比較すると、小中学校とも概ね下回

る状況にある。 

     また、下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「運動やスポーツをすることは好き」

と答える児童生徒の割合は、平成 28 年度と比べ、小学生が 1.6 ポイント、中学生が 1.1

ポイント減少しており、「朝食を毎日食べている児童生徒の割合」についても、平成 27

年度と比べ、小学６年生、中学３年生とも 1.3 ポイント減少している。 

今後は、生涯を通した豊かなスポーツライフの確立に向けて、運動好きな子供を育

成するとともに、家庭を巻き込んだ食育の推進に取り組むことが求められる。 

    

（参考） 

 
 

４ 現代的な課題に関する教育の充実 

(1) 関連事業 

キャリア教育の推進、国際理解教育の推進、環境教育の推進、防災教育の推進、消

費者教育の推進 

(2) 主な取組 

キャリア教育の推進に関しては、学校の教育活動全体において計画的・組織的なキ

ャリア教育を展開した。また、市立高等学校生徒及び職員を対象として、ひめじ企業

見学バスツアーを実施した。国際理解教育の推進に関しては、外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）、海外生活の経験者及び海外姉妹都市等の子供との交流を図った。 

消費者教育の推進に関しては、「姫路市学校園消費者教育指針」を作成し、全学校園

に配付して全市で取り組んだ。また、実践推進校による３年間の教育実践研究、教育

研究員による２年間の研究、毎年度実施の教職員研修などにより、教職員の資質能力

の向上に努めた。さらに、平成 30 年度には文部科学省主催の「消費者教育フェスタ in

姫路」を実施し、消費者教育推進の機運を高めた。 

(3) 取組の成果と課題 

     下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「将来の夢や目標を持っている」と答える生

徒の割合は、平成 27 年度と比べて 1.3 ポイント増加しており、また、「ALT(外国語指

導助手）と英語や外国の文化を勉強するのは楽しい」と答える児童生徒の割合も、平

成 28年度と比べて 1.4 ポイント増加するなど、概ね良好な結果となっている。 

今後は、成年年齢が 18 歳に引き下げられることなど、社会の変化を見据えて、現代

的な課題に対する教育の更なる充実が求められる。 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

小学生 － 87.3 87.9 85.7 90

中学生 － 80.6 78.9 79.5 85

－ 82.7 83.6 85.3 83

小６ 94.6 95 94.4 93.3 96

中３ 91.7 93.7 93 90.4 93.5

健康に気をつけて生活していると答える児童生徒の割
合 (%)

運動やスポーツをすることは好きと答える
児童生徒の割合 (%)

朝食を毎日食べている児童生徒の割合 (%)
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   （参考） 

 
 

５ 特別な支援が必要な子供への教育の充実 

(1) 関連事業 

就学前相談・就学指導の充実、特別支援教育の充実 

(2) 主な取組 

就学前相談・就学指導の充実に関しては、保護者から申請があった幼児について、

個々の教育的ニーズに応じた適正な支援を行うため、連携支援ファイルを作成し、個

別の指導計画に基づく一貫した教育支援ができるようにした。特別支援教育の充実に

関しては、特別支援教育支援員1の配置を、平成 27年度 101 人（当時は、介助員・学校

アシスタント）から、平成 30年度 111 人に増員した。また、特別支援教育支援員に対

して、毎年講習会を３回、継続して開催し、資質向上を目指した。 

(3) 取組の成果と課題 

      就学を控えた幼児の保育所・幼稚園への訪問相談が、平成 27 年度の 32 回から、平

成 30年度は 40回に増加しており、また、下記参考指標のとおり、平成 30年度の「特

別支援推進事業、教育支援（連携支援・地域支援）によって、児童生徒の不安・不適

応が軽減されるなどの効果があった」と答える教職員の割合は、平成 27 年度と比べ、

小学校が 3.9 ポイント、中学生が 4.5 ポイント増加するなど、概ね良好な結果となっ

ている。 

ただ、小中学校における特別支援学級在籍児童生徒数は、年々増加しているため、

今後は、インクルーシブ教育システムの構築に向け、合理的配慮と基礎的環境整備に

ついて、更なる推進を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

 

〈施策１－２〉「教職員の資質と実践的指導力の向上」 

「教師力」の向上を目指し、本市独自の研修体系により、教職員の資質や能力の伸長を

図った。加えて、教員がより質の高い授業を行う実践的指導力を身に付けるため、教材開

発の支援や指導技術、指導方法の助言などを行った。また、勤務時間の適正化や教職員相

互の協力・協働などにより、働きやすい職場環境づくりを推進した。 

                                                   
1 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校において、発達障害のある幼児、児童、生徒への支援を行うほか、特別支援学級の児童・
生徒や特別な支援を必要とする園児等への生活支援を行う職員 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

71.1 71.4 69.5 72.4 73

－ 81.6 84 83 83

85.2 89.6 85.6 85.9 90

8.6 8.97 7.7 7.1 8.1

－ － 100 100 100
学校園消費者教育指針等を活用して消費者教育に係
る授業を実践した学校園(幼・小・中・高・特支)の割合
(%)

給付件数による学校災害発生率 (%)

環境体験事業後に野外での活動に興味を持った児童
の割合 (%)

ALT(外国語指導助手）と英語や外国の文化を勉強する
のは楽しいと答える児童生徒の割合（%）

将来の夢や目標を持っていると答える生徒の割合 (%)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

小学校 83 87 88.4 86.9 87

中学校 73 76 74.4 77.5 80

特別支援推進事業、教育支援（連携支援・
地域支援）によって、児童生徒の不安・不適
応が軽減されるなどの効果があったと答える
教職員の割合 (%)
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１ 研修による教職員の資質・能力の伸長 

(1) 関連事業 

   教職員研修の充実 

(2) 主な取組 

教職員研修の充実に関しては、総合教育センターで平成 27 年度から平成 30 年度ま

で、教職員研修を延べ 402 研修 416 コマ実施し、延べ 29,981 人が受講した。また、指

導力向上実地研修を平成 27 年度及び 28 年度に各３回実施し、延べ 245 人の教職員が

参加した。 

(3) 取組の成果と課題 

    下記参考指標のとおり、平成 30年度の「自身の指導力向上を図るために、研修を活

用している」と回答をする教職員の割合は、平成 28 年度と比べて 3.2 ポイント増加し

ている。 

今後は、総合教育センター実施研修の更なる内容の充実と精選により、自らのキャ

リアステージに応じて求められる資質・能力の育成が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 指導技術、指導方法の助言等 

(1) 関連事業 

校内研修の充実、教育課題に対する調査・研究、教育情報の発信と教育関係資料の

収集、教材・教具開発の支援 

(2) 主な取組 

校内研修の充実に関しては、専門性の高い理論に裏付けられた教育実践を推進する

ため、兵庫教育大学と連携し、平成 27 年度から平成 30 年度まで延べ 105 回、大学教

員を学校園に派遣した。また、高い教育技術を持つ教職員や学識経験者を平成 27 年度

から平成 30 年度まで延べ 307 回派遣し、授業改善のための取組の充実を図った。教育

情報の発信と教育関係資料の収集に関しては、情報発信として、毎年、教育情報交流

展「姫路きょういくメッセ」を開催し、学校園実践紹介の展示などにより学校園の取

組を広く市民に広報した。また、資料収集として、平成 30 年度においては、学習指導

案を 200 点以上、板書を 200 点以上収集した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「校外研修や校内研修で学ぶことにより自身

の授業力向上を図ることができた」と回答する教職員の割合は、平成 28 年度と比べ、

2.1 ポイント増加しており、また、教育情報の交流の場である「姫路きょういくメッセ」

の参加者数も、平成 27 年度と比べ、約 260 人増加するなど、概ね良好な結果となって

いる。 

今後は、勤務時間の適正化を考慮しながら、より精選された質の高い研修が実施で

きるよう支援していくことが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

－ 78.6 78.8 81.8 80
自身の指導力向上を図るために、研修を活用しているこ
とに肯定的な回答をする教職員の割合(%)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

－ 86.3 86.5 88.4 90

2,170 2,589 2,002 2,432 2,500

23 58 24 24 36

校外研修や校内研修で学ぶことにより、自身の授業力
向上を図ることに肯定的な回答をする教職員の割合(%)

姫路きょういくメッセ参加者数 (人)

自作教材教具展出展数 (作品)
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３ 働きやすい職場環境づくり 

(1) 関連事業 

   働きやすい職場環境づくりの推進 

(2) 主な取組 

働きやすい職場環境づくりの推進に関しては、年３回実施している勤務時間適正化

検討会に幼稚園を加え、学校業務改善に向けた取組を強化し、教職員への啓発に努め

た。また、スクールカウンセラー2やスクールソーシャルワーカー3等を配置し、専門ス

タッフの充実を図るとともに、平成 29 年度から「全市一斉定時退勤日」を設定した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 29年度の定時退勤日の実績値は、平成 27年度と比べ、

わずか８ポイント増加の 79％と伸び悩んだことから、平成 29 年度から市教育委員会の

取組として「全市一斉定時退勤日」を設定したところ、平成 30 年度の実績値は 91.3％

に達した。 

今後も引き続き、教職員がワーク・ライフバランスを実現しつつ、幼児児童生徒と

じっくり向き合うことができる時間の確保ができるよう、校務及び業務の効率化・Ｉ

Ｔ化等を推進することが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

 
〈施策１－３〉「組織としての学校力の向上」 

「学校力」の向上を目指し、学校が組織として子供への教育に取り組むための支援を行
った。また、魅力ある学校づくりを推進するため、各校種間の連携を推進するとともに、
相談体制の整備や支援員などの派遣により学校園の支援に努めた。 

 
１ 「学校力」の向上 
(1) 関連事業 
   特色ある高等学校づくりの推進、就学前教育の機会拡大と内容の充実、地域に開か

れた園づくりの推進、私立幼稚園等との連携協力の推進、書写養護学校の充実、安全
対策の推進、心の通い合う生徒指導の推進、啓発活動の推進 

(2) 主な取組 
特色ある高等学校づくりの推進に関しては、平成 27 年度、市立姫路高等学校におい

て、探究科学コースを設置し、他高等学校の国際文化科、健康福祉コースと合わせて、
特色ある教育活動を行っている。就学前教育の機会拡大と内容の充実に関しては、平
成 27 年度から市立幼稚園１園で、平成 28 年度から更に１園で３歳児保育のモデル実
施を行っている。地域に開かれた園づくりの推進に関しては、特色ある教育活動支援
事業により、各園が地域の特色を生かした活動を行った。書写養護学校の充実に関し
ては、平成 29 年度から３年間、医療法人と長期業務委託契約を結び、日常的な医療的
ケアの充実を図った。心の通い合う生徒指導の推進に関しては、教職員の指導力向上
を目指し、生徒指導視察研修、カウンセリングマインド研修、ライフスキル教育研修
等を実施した。 

(3) 取組の成果と課題 
     下記参考指標のとおり、平成 30年度の「保幼小連携カリキュラム活用が各学期に２

～３回以上である市立幼稚園及び市立認定こども園」の割合は、平成27年度と比べて、
23.5 ポイント増加しており、また、「学校に、何でも相談できる先生がいる」と答える
児童生徒の割合についても、平成 27 年度と比べて小学生が 2.1 ポイント、中学生が 9.2
ポイント増加している。 

                                                   
2 児童生徒の臨床心理に関して、高度に専門的な知識・経験を有する者。公認心理師、臨床心理士等 
3 教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や経験を有する者。社会福祉士、精神保健福祉士。教育相談に当
たり、児童生徒の様々な情報を整理統合し、アセスメント、プランニングをした上で、学校の教職員とチームを組み、児童生徒が置かれ

た環境への働きかけを行うことが求められる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

71 66 79 91.3 90「定時退勤日」の週１回完全・ほぼ実施校の割合 (%)



 

7 

 

市立高等学校では、３校合同でのユニバーサルスポーツイベントや、県内外の高校
を招き市立高等学校生徒会サミットを実施するなど、魅力ある学校づくりを推進して
おり、また、書写養護学校では、平成 27 年度には５人であった常駐看護師を、平成 30
年度には７人に増やすなど、日常的な医療ケアの一層の充実を図っている。 
今後は、各学校園が、特色あるより質の高い教育活動を展開できるようにするため

の、効果的な支援が求められる。 
    

（参考） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 小中一貫教育をはじめとする各校種間の連携推進 

(1) 関連事業 

   異校種間連携の強化、小中一貫教育の推進 

(2) 主な取組 

異校種間連携の強化に関しては、各小学校区における保幼小連絡会、小・中学校に

おける「姫路市小中一貫教育標準カリキュラム」を活用した授業研究、市立高等学校

と小学校との交流事業、中学生とその保護者を対象とした体験入学やオープンハイス

クールなどを実施した。小中一貫教育の推進に関しては、平成 23 年度に小中一貫教育

を全市展開し、各中学校ブロックにおいて、教職員研修、先進地視察、情報交換、地

域等への啓発活動など、特色ある取組を展開した。また、平成 30年度に白鷺小中学校

を、平成 31 年度に四郷学院を義務教育学校として設置した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「学年や校種の枠を超えて、連携を図ろうと

している」と答える教職員の割合は、平成 27 年度と比べ、4.8 ポイント増加しており、

また、「授業力向上に向けて、小中一貫教育の視点をもち、つながりのある指導を重視

した授業改善が図れている」と答える教職員の割合も、平成 27 年度と比べ、2.2 ポイ

ント増加するなど、概ね良好な結果となっている。 

今後は、義務教育学校の成果を発信するとともに、併設型小・中学校についても研

究を進め、小中一貫教育の更なる充実が求められる。 
 
   （参考） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

45.9 59.5 63.9 69.4 90

100 82 79 79 80

26 20 30 23 20

91 100 100 95 100

小学生 61.3 63.4 63.5 63.4 60

中学生 47.2 50.9 52 56.4 45

特色ある教育活動支援事業(幼稚園)実施回数 (回)

私立幼稚園との連携回数 (回)

学校災害を想定した訓練及び研修における学校災害対
応マニュアルの活用率 (%)

保幼小連携カリキュラム活用が各学期に２～３回以上
の市立幼稚園及び市立認定こども園の割合 (%)

学校に、何でも相談できる先生がいると答え
る児童生徒の割合 (%)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

83.7 85.8 84.6 88.5 84

70.2 68.4 70.6 72.4 80

学年や校種の枠を超えて、連携を図ろうとしていると答
える教職員の割合 (%)

授業力向上に向けて、小中一貫教育の視点をもち、つ
ながりのある指導を重視した授業改善が図れていると
答える教職員の割合 (%)
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３ 相談体制の整備等 
(1) 関連事業 

特別支援学級の充実、相談事業の充実、外国人児童生徒等の受入れ環境の充実 
(2) 主な取組 

相談事業の充実に関しては、教育相談に対応する教育相談員、アドバイザー等を平
成 27 年度 27 人から平成 30 年度 35 人に増員した。また、スクールソーシャルワーカ
ーを平成 29 年度から配置し、平成 30 年度のスクールソーシャルワーカーに対する相
談件数は 2,996 件となっている。外国人児童生徒等の受入れ環境の充実に関しては、
平成 30 年度は、母語が使えるバイリンガル支援員を、スタディーサポーターとして延
べ 1,418 回、通訳として延べ 193 回派遣した。 

(3) 取組の成果と課題 
    下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「外国人児童生徒に対する支援員の派遣によ

り、日本語指導を必要としている児童生徒に対して教育効果が高まっている」と答え

る学校の割合は、平成 28年度と比べ、3.1 ポイント増加している。 

一方、「不登校でない児童生徒の割合」は、平成 27年度と比べ、小学生で 0.57 ポイ

ント、中学生で 2.58 ポイント減少するなど、不登校の児童生徒数が増加しており、ま

た、いじめ認知件数については、積極的な認知に努めた結果、平成 27年度の 216 件か

ら、平成 29 年度においては 594 件と約 2.8 倍になっている。しかし、児童生徒 1,000

人当たりのいじめ認知件数は、国、県と比べて低い状況にある。 

今後は、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置増や専門ス

タッフの効果的な活用により、相談体制の充実を図るとともに、関係機関との連携な

どにより不登校児童生徒に対する支援の更なる充実が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

 

〈施策１－４〉「家庭・地域の教育力を生かした学校支援の推進」 

   学校評議員制度を核とした学校支援体制の強化を図るとともに、保護者・地域住民との

交流やスクールヘルパー4制度など、学校、家庭、地域社会の連携協力による取組を推進し

た。また、地域の人材や専門機関などと連携した取組により、学校のみならず社会全体で

子供を育てようとする意識の高揚を図った。 

 

１ 学校支援体制の強化 

(1) 関連事業 

   学校評議員制度の充実、学校評価の推進、ひめじ教育フォーラムの開催 

(2) 主な取組 

学校評議員制度の充実に関しては、全ての市立学校園で学校評議員5を設置し、地域

住民や保護者に学校園の教育活動への理解を深めるとともに、広い視点での意見交換

を行った。ひめじ教育フォーラムの開催に関しては、年に１回開催しており、毎年 700

名を超える参加があった。 

   (3) 取組の成果と課題 

     下記参考指標のとおり、学校教育と家庭教育の連携の在り方や地域と協働した子育

                                                   
4 平成 16 年度に始まった市独自の地域ボランティア制度。69 小学校（義務教育学校前期課程を含む）と 1 特別支援学校において、

各学校や地域の実情に合わせ、保護者や地域の方が学校の安全確保に協力する学校安全ボランティア 

5 地域社会に開かれた学校づくりを一層推進していくため、保護者や地域住民などの相互の意思疎通や協力関係を高めるために設け

られた制度。学校評議員は校長の推薦に基づき教育委員会が委嘱し、様々な教育活動に助言を行う。 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

小学生 99.67 99.58 99.49 99.1 99.73以上

中学生 97.46 96.74 96.58 94.88 97.43以上

－ 94.4 94.7 97.5 95

不登校でない児童生徒の割合 (%)

外国人児童生徒に対する支援員の派遣により、日本語
指導を必要としている児童生徒に対して教育効果が高
まっていると答える学校の割合 (%)
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てについて共通理念を確立することを目的とした「ひめじ教育フォーラム」の参加者

の満足度は、毎年度 95％を超えている。 

また、学校評議員会については、各学校園で概ね年間２～３回実施しており、学校

園の方針、学校評価、教育課程、保護者・地域との連携など幅広く意見交換を行うこ

とで、学校園の円滑な運営に役立っている。 

今後は、現在の取組に加え、保護者や地域住民による学校教育活動への主体的な参

画に向けた連携・協働体制の確立が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 学校、家庭、地域社会の連携協力による取組 

(1) 関連事業 

地域連携活動の推進、幼稚園における子育て支援機能の強化、企業・ボランティア

の活用、スクールヘルパー制度の充実 

(2) 主な取組 

地域連携活動の推進に関しては、地域住民から各学校園の教育活動に関する様々な

支援を受けており、また、各学校においてオープンスクールを実施した。幼稚園にお

ける子育て支援機能の強化に関しては、各園で「全国幼稚園ウィーク inひめじ（オー

プンスクール）」を実施し、幼稚園教育を公開した。企業・ボランティアの活用に関し

ては、手話教室や珠算教室、野菜の栽培などの活動において、地域人材を生かした学

校支援ボランティアを活用した。スクールヘルパー制度の充実に関しては、地域住民

の協力を得て、学校内における子供の安全確保に努めた。 

   (3) 取組の成果と課題 

    下記参考指標のとおり、平成 30年度の「ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動（学校の

美化など）にボランティアとして参加してくれている」と答える学校の割合は、平成

27 年度と比べ、2.8 ポイント減少しており、また、「未就園児親子への幼稚園招待及び

園庭開放参加者数」についても、27 年度と比べ、約 300 人減少している。 

今後は、現在行っている取組に加え、コミュニティ・スクール（学校運営協議会）6に

ついての研究を進め、保護者や地域住民と目標を共有した協働体制の更なる充実を図

りながら、地域とともにある学校づくりを実施することが求められる。 

 

（参考） 

 
 

３ 地域の人材や専門機関などと連携した取組 

(1) 関連事業 

   地域の人材を生かした学校園の特色づくりの推進、学校サポート・スクラムチーム

の活用 

 

                                                   
6 保護者や地域住民等が一定の権限と責任をもって学校運営に参加することで、育てたい子供像、目指すべき教育のビジョンを保護
者や地域と共有し、目標の実現に向けてともに協働していく仕組み。平成 16 年９月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

の改正により制度化され、平成 29 年３月に教育委員会に対して学校運営協議会制度の導入が努力義務化された。 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

97.6 95.7 99.8 96.4 100ひめじ教育フォーラム参加者の満足度 (%)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

99 98 98 96.2 98

12,210 12,580 9,477 11,900 6,000

0 0 0 0 0不審者侵入による学校災害発生件数 (件)

ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動（学校の美化など）に
ボランティアとして参加してくれていると答える学校の割
合 (%)

未就園児親子への幼稚園招待及び園庭開放参加者数
(人)
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(2) 主な取組 

地域の人材を生かした学校園の特色づくりの推進に関しては、各教科等において、

地域の人材を活用した体験活動や交流活動を実施した。学校サポート・スクラムチー

ムの活用に関しては、保護者からの一方的な批判や要求に対応するため、弁護士や、

医師、臨床心理士などによる学校サポート・スクラムチームを編成し、中立的・専門

的な助言を得て、組織的に対応した。平成 27 年度の対応事案は 30 件で、サポート会

議 63回、ワーキング会議 189回実施したのに対し、平成 30年度の対応事案は 40件で、

サポート会議 73 回、ワーキング会議 335 回実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

    外部人材を招いて行った授業のうち地域人材を活用した割合については、平成 29年

度以降は、65％を超えており、また、平成 30年度の学校サポートスクラムチームの対

応事案及び会議は、平成 27 年度と比べ、対応事案が 10件、サポート会議が 10回、ワ

ーキング会議が 146 回増加するなど、着実に取組が進んでいる。 

今後も引き続き、地域人材を活用し、特色ある教育活動を実施するとともに、対応

困難な事案等については、専門機関とも連携しながら、組織的に学校を支援すること

が求められる。 
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政策２「子供の学びを支える教育環境整備の推進」 

〈施策２－１〉「安心して学べる環境づくりの推進」 

「安心して学べる環境づくりの推進」として、教育上望ましい集団活動ができる環境を

確保するため、学校園の規模や配置の適正化を図るとともに、子供が安心して学べる環境

をつくるため、施設の改修や安全対策を講じた。また、学校給食の充実や読書環境等の整

備に努めた。 

 

１ 学校園の規模や配置の適正化及び施設の改修等 

(1) 関連事業 

学校規模・配置の適正化、子ども・子育て支援新制度への対応、園舎・校舎等の改

修の推進 

(2) 主な取組 

学校規模・配置の適正化に関しては、平成 30 年度に「姫路市立小中学校適正規模・

適正配置審議会」を設置し、望ましい学校規模及び将来における適正配置について、

現在審議している。子ども・子育て支援新制度への対応に関しては、平成 27 年４月に

市立幼稚園７園、平成 29年４月に同園１園を幼保連携型認定こども園へ移行した。園

舎・校舎等の改修の推進に関しては、市立小・中学校の吊天井耐震対策工事が平成 27

年度で完了した。また、市立小・中学校の校舎・屋内運動場の改修を、平成 27年度か

ら平成 30年度まで 28 校実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、市立小・中学校校舎等の改修・改築については、毎年度着

実に実施しており、また、市立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行についても

順調に進んでいる。 

今後は、学校施設の大規模改修等を計画的に実施していくとともに、学校規模・配

置の適正化については、基本方針を策定のうえ、少子化に向けた活力ある学校づくり

に向けて、学校、保護者、地域住民等及び行政が協働して実施していくことが求めら

れる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 学校給食の充実 

(1) 関連事業 

学校給食の充実 

(2) 主な取組 

学校給食の充実に関しては、中学校給食の全員実施に向けて取り組んでおり、既に

実施していた夢前・安富エリアに加え、平成 29 年４月から林田、家島エリアで、平成

30 年４月から北部学校給食センターの整備により北部エリアで実施している。残る南

部エリアについても、現在、（仮称）南部エリア学校給食センターを整備中である。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、「中学校全員給食実施校数」については、順調に増加してお

り、また、「学校給食における野菜使用割合」についても約 50％を維持するなど、概ね

良好な結果となっている。 

今後は、（仮称）南部エリア学校給食センターを整備し、早期に中学校給食の全員実

施を実現することが求められる。 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

7 7 8 8 8

100 100 100 100 100

5 8 9 8 9

市立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行 (園)

市立小・中学校の吊天井耐震対策進歩率 (%)

市立小・中学校校舎等の改修・改築数(校舎・屋内運動
場) (校)
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（参考） 

 
 

３ 読書環境の整備 

(1) 関連事業 

読書環境の整備・充実 

(2) 主な取組 

     読書環境の整備・充実に関しては、平成 27年度、新たに小・中・特別支援学校に学

校司書を 35 人配置し、平成 30年度には 59 人に増員した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30年度の「読書が好きだ」と答える児童生徒の割合は、

平成 27 年度と比べ、小学生が５ポイント増加し 72％になったが、中学生は、平成 27

年度と比べ、２ポイント減少し 64％となった。 

また、平成 27 年度からの学校司書の配置により、学校図書館の環境整備が進み、平

成 30 年度の貸出冊数は、平成 26 年度と比べ、小学校で 2.0 倍、中学校で 2.8 倍に増

加している。 

今後は、図書の整備や学校司書の活用により、児童生徒を取り巻く読書環境を整え、

学校図書館における「読書センター」、「学習センター」及び「情報センター」として

の機能強化を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

 

〈施策２－２〉「学びを支える経済的支援の充実」 

経済的理由で就学困難な児童生徒等の保護者に対して、就学・修学のための援助や本市

独自の奨学金制度により、学ぶ意欲のある学生を支援した。また、高等教育機関を活用す

るため、行政と大学等との連携や交流を深め、大学等と企業との協同研究を支援した。 

 

１ 就学・修学のための援助 

(1) 関連事業 

就学のための援助・奨励、離島高校生への修学支援 

(2) 主な取組 

就学のための援助・奨励に関しては、小・中学校の要保護・準要保護児童生徒及び

特別支援学級の児童生徒の保護者に就学援助を行った。離島高校生への修学支援に関

しては、高等学校が設置されていない離島に居住する、島外の高等学校などに通う生

徒と同居する保護者に修学支援を行った。 

(3) 取組の成果と課題 

   今後も引き続き、援助等が必要な児童生徒の保護者が受給できるよう支援すること

が求められる。 

 

２ 奨学金及び大学等と企業との協同研究支援 

(1) 関連事業 

奨学金による大学生等への支援、大学等と企業による協同研究の支援 

(2) 主な取組 

奨学金による大学生等への支援に関しては、一般奨学金、連合婦人会奨学金、播戸

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

4 4 13 23 35

49 54 50 50 57

中学校全員給食実施校数 (校)

学校給食における野菜使用割合(%）

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

小学生 67 70 70 72 80

中学生 66 73 68 64 80
読書が好きだと答える児童生徒の割合 (%)
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奨学金、海外姉妹都市留学生奨学金、一般海外留学生奨学援助金を給付した。大学等

と企業による協同研究の支援に関しては、毎年、５～６研究グループに助成を行った。 

 

(3) 取組の成果と課題 

   これらの事業は平成 27年度に市長部局に移管しており、市長部局において引き続き

実施する。  
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政策３「ライフステージに応じた生涯学習の振興」 

〈施策３－１〉「生涯学習支援体制の充実」 

   子供から高齢者まで市民の様々なライフステージでの生涯学習を振興するため、情報提

供機能を向上するとともに、指導者の養成、生涯学習関連施設の整備を進めた。 

 

１ 情報提供機能の向上 

(1) 関連事業 

生涯学習情報の提供 

(2) 主な取組 

生涯学習情報の提供に関しては、市立公民館全館の公民館だよりをはじめ、各公民

館が主催する教養講座・地域講座・文化講座一覧をホームページで発信した。 

(3)  取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、全ての公民館において、ホームページによる情報発信を行

っている。 

今後は、ホームページでの情報発信を充実させるほか、高齢者の利用が多いことを

踏まえ、従来からの公民館だよりの各戸配付による情報提供など、様々な媒体を活用

した情報発信が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 指導者の養成 

(1) 関連事業 

公民館サポーター等の養成 

(2) 主な取組 

公民館サポーター等の養成に関しては、各公民館において、ふるさとの歴史や文化

を学ぶ講座や地域社会に貢献できる人材育成のための講座など、学習テーマに沿った

地域講座を４～５講座、年間６～12 回実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、公民館が実施する地域講座には、年間平均約 87,000 人が受

講している。 

今後も引き続き、地域に知識や文化を還元できる指導者の養成に資する講座の実施

に取り組むことが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

３ 生涯学習関連施設の整備 

(1) 関連事業 

生涯学習関連施設の整備 

(2) 主な取組 

生涯学習関連施設の整備に関しては、平成 27 年度から平成 30 年度までに公民館の

大規模改修を 12 館で実施した。また、平成 27年度から平成 30 年度までに、姫路科学

館、美術館、姫路文学館、図書館広畑分館・東光分館・花北分館を改修した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、公民館については、毎年度着実に大規模改修を実施してい

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

65 67 67 67 68ホームページにより情報発信している公民館数 (館)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

85,468 87,169 89,636 87,548 86,000公民館が実施する地域講座の受講者数 (人)

基本的政策２「いきいきとした生涯学習社会の実現」 
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る。 

今後は、公民館については、限られた財源の中で優先順位を検討しながら、より使

用しやすい施設整備を行うことが求められる。また、その他生涯学習関連施設につい

ては、計画的に維持保全を行い、施設に係るライフサイクルコストを低減しつつ、よ

り良い展示環境等の整備を実施することが求められる。 

 

   （参考） 

 
    ※平成 27年度の４館のうち、１館については、平成 28年も継続して工事を実施したため、両年度でカウントしている。  

 

 

〈施策３－２〉「多様な学習機会の充実」 

   公民館等で開催する各種講座や各施設におけるその社会教育特性を生かした活動の充実

を図った。図書館においては、図書館サービスを充実させ、子供が自主的に読書活動を行

うことができる適切な環境を提供した。 

 

１ 公民館の各種講座及び市民教養講座の充実 

(1) 関連事業 

公民館活動の充実、市民教養講座の充実 

(2) 主な取組 

公民館活動の充実に関しては、各公民館において、教養講座、地域講座、文化講座

や、地域の特色ある講座を企画し実施した。市民教養講座の充実に関しては、歴史講

座及び現代社会講座を実施しており、歴史講座については、毎年 40回の講座と４回の

現地見学会、現代社会講座については、毎年５回の講座を実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、公民館が実施する教養・地域・文化講座については、毎年

度約 49 万人が受講しており、市民教養講座については、毎年度約 2,200 人が受講して

いる。 

今後は、公民館事業については、より幅広い年齢層で参加できるようにするため、

講座の見直しや更なる充実を図るとともに、様々な媒体を使った広報に取り組むこと

が求められる。また、毎年度多くの方が継続受講されている市民教養講座についても、

様々な媒体を使った広報の機会増大に取り組み、更に新しい層への周知が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 各施設における活動の充実 

(1)  関連事業 

施設の社会教育特性を生かした活動の充実、科学教育の充実、放送大学サテライト

スペースの利用促進、PTA コーラス活動の支援、国内姉妹都市との交流の推進 

(2)  主な取組 

施設の社会教育特性を生かした活動の充実に関しては、水族館では、毎年、出前講

座、各種観察会、工作教室、企画展を行い、活動の充実を図った。姫路科学館では、

ロボット関連事業として、市民協働による姫路ロボ・チャレンジ、ゴム・ワングラン

プリやロボット工作教室などを開催し、ものづくりの楽しさを発信している。科学教

育の充実に関しては、科学への興味・関心を育てることができるよう、移動科学館や

移動天文教室、プラネタリウムの学習利用を行った。 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

4 4 3 2 2公民館の大規模改修工事実施館数 (館)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

493,628 491,998 493,460 481,235 530,000

2,184 2,216 2,212 2,138 2,300市民教養講座受講者数 (人)

公民館が実施する教養・地域・文化講座の受講者数
(人)
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(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、水族館と姫路科学館の合計入館者数は、年度により増減が

あるものの全体的には増加の傾向にあり、また、ロボット関連事業として市民協働で

実施している「姫路ロボ・チャレンジ、ゴム・ワングランプリ」の平成 30年度参加者

数は、平成 27年度と比べ約 1.9 倍となっている。 

今後も引き続き、企画展やイベントの開催など、各施設の特性を生かした活動の充

実を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

３ 図書館サービスの充実 

(1) 関連事業 

図書館サービスの充実 

(2) 主な取組 

図書館サービスの充実に関しては、図書館情報システムの更新、郷土資料デジタル

アーカイブ「はりまふるさとアーカイブ」の公開、マイナンバーカードによる貸出し

の開始、ＩＣタグシステム導入による自動貸出機の設置等を行った。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の図書館の子供向け行事の参加者数は、平成 27

年度と比べ、約 100 人増加し 3,442 人となった。 

今後は、多様な生涯学習の拠点として利便性向上のために図書館サービスの充実を

図るとともに、「姫路市子ども読書活動推進計画（第３次）」に基づき、子供の読書活

動に係る取組の充実が求められる。 

 

   （参考） 

 

 

 

〈施策３－３〉「人権教育の推進」 

   校区人権教育や住民交流学習などにより、学校、家庭、地域社会、職場を通じ、子供か

ら大人までのあらゆる年齢層に人権教育を行い、市民一人一人の人権意識の高揚を図った。 

 

１ 校区人権教育の推進 

(1) 関連事業 

校区人権教育・啓発の推進 

(2) 主な取組 

校区人権教育・啓発の推進に関しては、市内 69 小学校・義務教育学校校区を単位と

して、校区の実情に応じた人権教育・啓発、交流活動を実施した。 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

436,439 418,115 459,473 445,133 445,000

4,629 4,527 8,467 8,839 10,000

26 37 27 27 30

48 54 91 85 80

624 640 639 643 620

1 1 2 1 1松本市・鳥取市公民館との交流連携回数 (回)

移動科学館、移動天文教室の実施回数 (回)

プラネタリウムの学習利用校数 (校)

放送大学サテライトスペース在籍者数 (人)

水族館と姫路科学館の合計入館者数 (人)

姫路ロボ・チャレンジ、ゴム・ワン グランプリの参加者数
(人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

3,325 3,135 3,700 3,442 4,500図書館の子供向け行事参加者数 (人)
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(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の校区人権教育推進事業への参加者数は、平成

27 年度と比べ、約 15,000 人増加しており、また、「校区人権教育が校区住民の人権意

識の高揚につながった」と考える校区の割合も、平成 28 年度と比べ、5.1 ポイント増

加するなど、概ね良好な結果となっている。 

今後も引き続き、同和問題を柱として人権尊重の意識の高揚を目指し、校区の実情

に応じた人権教育・啓発、交流活動の推進が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 住民交流学習の推進等 

(1) 関連事業 

住民交流学習の推進、教育・研修団体への支援、市民啓発の支援 

(2) 主な取組 

住民交流学習の推進に関しては、「地域に学ぶ体験学習支援事業」として毎年９講座

実施し、平成 27年度から平成 30 年度まで、年間平均約 3,200 人が受講した。また、「人

権啓発交流推進事業」として毎年 29 講座実施し、平成 27 年度から平成 30 年度まで、

年間平均約 8,200 人が受講した。教育・研修団体への支援に関しては、「姫路市人権・

同和教育研究協議会」が毎年実施している「姫路市人権・同和教育研究大会」の運営

支援を行った。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の「様々な人権課題に関心を持ち、人権課題の

解決に向け意欲を示す住民交流学習講座生」の割合は、平成 28 年度と比べ、4.6 ポイ

ント増加しており、また、「人権課題の理解並びに人権意識の高揚につながった」と考

える姫同教研究大会参加者の割合も、平成28年度と比べ、16.4ポイント増加している。

なお、平成 30 年度の姫同教研究大会の参加者数が、平成 27 年度と比べ約 200 人の減

となっているが、これは、平成 30年度から講演会の実施形態を全体会に組み込む形に

変更したことによるものである。 

今後も引き続き、様々な人権問題について学習するための講座を開設し、日常的な

人権課題の解決に向けての意欲と態度の育成が求められる。 

 

   （参考） 

 
 

  

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

152,307 157,688 166,374 168,088 160,000

－ 69.6 70.1 74.7 74
校区人権教育が校区住民の人権意識の高揚につな
がったと考える校区の割合 (%)

校区人権教育推進事業への参加者数 (人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

－ 68 68.5 72.6 71

1,067 978 1,020 861 958

－ 72 75 88.4 75

－ 88.8 88.4 84.3 90

姫同教研究大会参加者数 (人)

人権課題の理解並びに人権意識の高揚につながったと
考える姫同教研究大会参加者の割合 (%)

啓発資料の活用により、人権課題の理解並びに人権意
識の高揚につながったと考える利用者の割合 (%)

様々な人権課題に関心を持ち、人権課題の解決に向け
意欲を示す住民交流学習講座生の割合 (%)
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政策４「市民ぐるみで行う青少年健全育成の推進」 

〈施策４－１〉「家庭の教育力の向上」 

   子供の発達段階別に子育て教室を実施し、子育てについての学習機会を設けるとともに、

保護者同士の情報交換や交流の場を提供した。また、家庭教育講演会を行い、保護者に家

庭教育に関する学習機会を提供し、家庭の教育力向上を図った。 

 

１ 子育て教室の充実 

(1) 関連事業 

子育て教室の充実 

(2) 主な取組 

子育て教室の充実に関しては、子供の発達段階別に「あすなろ教室」「杉の子教室」

「ふた葉教室」などの各教室を実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30年度の子育て教室在籍者数は、平成 27年度と比べ、

２倍以上となっているが、これは、当該教室のうち「あすなろ教室」について、平成

29 年度からＰＴＡ会員全員が教室在籍者となるよう運営方針を転換したために増加し

たもので、保護者からは、共働き世帯の増加により教室活動に苦慮しているといった

意見が挙がっている。 

今後は、教室開催が保護者の負担とならないよう、運営方法を改善しながら、各教

室の充実を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 家庭教育に関する学習機会の充実 

(1) 関連事業 

家庭教育に関する学習機会の充実 

(2) 主な取組 

家庭教育に関する学習機会の充実に関しては、家庭教育に関する学習機会をできる

だけ多くの保護者に提供するため、参観日やオープンスクールなどの機会を活用して

開催した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の講演会実施校数は、平成 27 年度と比べ、３

校増加し 20 校となった。 

今後も引き続き、講演内容を検討しながら、家庭教育に関する学習機会を提供する

ことが求められる。 

 

   （参考） 

 

 

 

〈施策４－２〉「青少年の交流と活動の促進」 

   青少年団体の育成、少年団体指導者の養成を進めるとともに、活動の場となる野外活動

センターやキャンプ場などの運営、整備を推進し、健全な野外活動を促進した。また、青

少年センターにおける自主活動の在り方や施設の効果的な活用方法を検討するとともに、

活動に関する情報発信に努めた。 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

20,235 18,578 47,152 47,405 18,310子育て教室在籍者数 (人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

17 20 19 20 15家庭教育講演会実施校数 (校)
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１ 青少年団体の育成及び少年団体指導者の養成 

(1) 関連事業 

青少年団体の育成と活動支援 

(2) 主な取組 

青少年団体の育成と活動支援に関しては、青少年教育の振興に資すると認めた社会

教育団体３団体に対して、毎年、補助金を交付した。また、子ども会で活動する指導

者に対して研修会を毎年実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の研修会の参加者数は、平成 27 年度と比べ、

約 50人減少し 31 人となっているが、これは、学校行事と日程が重なったためである。 

今後も引き続き、青少年教育、青少年の健全育成に対する社会教育団体の取組に注

目し、適切な支援を行うことが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 野外活動センターなどの運営、整備 

(1) 関連事業 

野外活動の振興と施設の活用 

(2) 主な取組 

野外活動の振興と施設の活用に関しては、費用対効果の面から効率的運営を図るた

め、施設の在り方を見直し、平成 27 年度８施設から、平成 30 年度５施設に縮小した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の野外活動施設利用者総数は、施設の縮小によ

り、平成 27 年度と比べ、約１万人減少し 69,377 人となった。 

今後は、施設の老朽化が進んでいることから、施設のあり方を検討するとともに、

計画的な改修工事を実施しながら、適切な管理に努めることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

３ 青少年センターの活用等 

(1) 関連事業 

青少年センターの活用、成人式の開催 

(2) 主な取組 

青少年センターの活用に関しては、青少年センターの利用者が主体となって、「はる

かぜステージ」を毎年開催した。また、青少年リーダーを対象に、青少年リーダー研

修会を毎年３回実施した。成人式の開催に関しては、成人のお祝いと、自覚と責任あ

る大人として次代を担う新成人のより一層の活躍を期待して、毎年、成人の日に式典

を開催した。また、参画型の式典にするため、新成人代表による企画コーナーを設け

た。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の成人式出席者は、平成 27 年度と比べ、200 人

増加しているが、一方、平成 30 年度の青少年センター利用者数は、平成 27 年度と比

べ、約２万人減少し 53,278 人となった。 

今後は、青少年センターについては、利用者のニーズの変化に応じた適切な支援を

行うとともに、成人式については、成年年齢の引き下げに伴い、実施方法を検討する

ことが求められる。 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

84 63 58 31 70少年団体指導者研修会参加者数 (人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

79,402 75,695 65,642 69,377 70,000野外活動施設利用者総数 (人)
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   （参考） 

 

 

 

〈施策４－３〉「地域で見守る健全育成活動の推進」 

  青少年の様々な問題について、姫路市青少年問題協議会などと連携し、啓発活動をはじ

め適切な対応に努めた。また、地域愛護育成会及び健育委員会活動を充実させ、全市にお

いて青少年の健全育成と非行防止の意識の高揚を図った。さらに、補導活動や非行防止啓

発活動などを実施し、地域で見守る健全育成活動を推進した。 

 

１ 青少年問題に関する啓発活動の推進 

(1) 関連事業 

青少年問題に関する啓発活動の推進 

(2) 主な取組 

青少年問題に関する啓発活動の推進に関しては、平成 27 年度及び平成 28 年度は、

学級満足度尺度調査を実施し、いじめや不登校との関連調査及び研究を行った。平成

29 年度は「いじめ防止基本方針」を製本、「いじめ防止啓発チラシ」を作成し、それら

を配布した。平成 30 年度は、「インターネットトラブル防止啓発リーフレット」を作

成し、それらを配布した。 

(3) 取組の成果と課題 

今後も引き続き、姫路市青少年問題協議会と連携し、啓発活動をはじめ適切な対応

に努めることが求められる。 

 

２ 地域愛護育成会・健育委員会活動の充実 

(1) 関連事業 

地域愛護育成会・健育委員会活動の充実 

(2) 主な取組 

地域愛護育成会・健育委員会活動の充実に関しては、毎年、「少年の主張弁論大会（ブ

ロック大会７か所及び中央大会）」を開催し、全中学校及び義務教育学校（後期課程）

から代表２名が弁士として参加した。また、各校区の中学校区愛護育成会及び小学校

区健育委員会が中心となって、青少年健育運動を地域ぐるみで実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

今後も引き続き、日々変化する青少年の環境に対応できるよう、学校・家庭・地域

が連携しながら、活動を充実することが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

３ 補導活動や非行防止啓発活動の推進 

(1) 関連事業 

青少年健全育成市民大会の開催、非行防止活動の推進 

(2) 主な取組 

青少年健全育成市民大会の開催に関しては、市民ぐるみで青少年健育運動のより一

層の充実を図るため、毎年、青少年健全育成市民大会を開催した。非行防止活動の推

進に関しては、毎年補導活動を実施し、有害図書やＤＶＤを回収した。また、予防啓

発活動として、薬物乱用防止教室及びネットトラブル対策講座を、平成 27年度から平

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

73,365 63,627 69,587 53,278 68,000

2,700 2,800 2,800 2,900 2,600

青少年センター利用者数 (人)

成人式出席者数 (人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

35 35 35 35 35
地域住民による健全育成に関する啓発活動実施校数
（中学校） (校)
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成 30 年度まで年間平均約 40 回実施した。さらに、無職化防止に向けた学校訪問、職

場訪問、家庭訪問、来校指導を実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、無職化防止に向けた学校訪問、職場訪問、家庭訪問、来校

指導等については、毎年度約 1,200 回実施しており、また、予防啓発活動のうち、ネ

ットトラブル対策講座については、毎年度 30 回以上実施している。 

今後も引き続き、青少年の非行や問題行動の未然防止に向けて、関係機関と連携し、

地域ぐるみで活動を推進することが求められる。 

 

（参考） 

 

  

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

700 600 600 600 600

85 79 81 70 80

1,146 1,340 1,333 1,219 1,200

予防啓発活動（薬物乱用防止教室・ネットトラブル対策
講座）実施回数 (回)

無職化防止に向けた学校訪問、職場訪問、家庭訪問、
来校指導等の実施回数 (回)

青少年健全育成市民大会参加者数 (人)
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政策５「地域に伝わる歴史文化遺産の保存と活用」 

〈施策５－１〉「世界文化遺産姫路城の保存と活用」 

 世界文化遺産姫路城の本質的価値を保護しながら計画的に整備した。また、石積み、漆

喰塗りなど保存修理に必要な技術の継承に努めた。また、日本城郭研究センターにおける

城郭に関する専門的な調査や研究成果の公開などにより、姫路城の魅力を広く国内外に発

信した。 

 

１ 姫路城の整備 

(1) 関連事業 

姫路城跡整備基本構想の推進、姫路城跡石垣の保存整備 

(2) 主な取組 

姫路城跡整備基本構想の推進に関しては、特別史跡指定区域の整備について、「特別

史跡姫路城跡整備基本計画」中の保存管理計画に基づき、国や兵庫県と連携しながら、

現状変更等に係る調整及び協議を進めるとともに、現状変更等許可申請に対する指導

助言を毎年行った。姫路城跡石垣の保存整備に関しては、「姫路城石垣修理計画」に基

づき順次実施しており、また、石垣の修理に当たっては、姫路城石垣整備研究会を毎

年開催し、委員の指導及び助言を受けた。 

(3) 取組の成果と課題 

今後は、特別史跡指定区域の整備について、兵庫県教育委員会及び文化庁と連絡調

整し、適時適切に実施するとともに、石垣の保存整備について、自然災害などの影響

による緊急度を総合的に勘案して石垣修理計画を見直し、計画的に整備することが求

められる。 

 

２ 技術の継承 

(1) 関連事業 

石積み・漆喰塗りなど匠の技の継承 

(2) 主な取組 

石積み・漆喰塗りなど匠の技の継承に関しては、姫路城の修復や保存等を行うため

に不可欠な伝統技術である石積みや漆喰塗りなどについて、姫路城漆喰塗り体験会及

び文化財石垣保存技術協議会主催の公開講座を毎年開催した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の匠の技事業の参加者数は、平成 27 年度と比

べ 135 人減少しているが、これは、当該事業のうち、姫路城漆喰塗り体験会が雨天の

ため延期になったことによるものである。 

今後も引き続き、体験会や公開講座を実施し、技術の継承の取組を推進することが

求められる。 

 

   （参考） 

 
 

３ 城郭に関する情報発信 

(1) 関連事業 

城郭に関する専門的な調査研究と情報発信、世界文化遺産姫路城を拠点とした文化

観光の推進 

(2) 主な取組 

城郭に関する専門的な調査研究と情報発信に関しては、城郭研究室が、城郭市民セ

ミナーを８回、史料講座初級・中級を各６回、パネル展を１回開催した。また、城郭

研究室年報を年１回刊行した。さらに、平成 30 年度「姫路城アーカイブ」を開設し、

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

496 706 450 361 450匠の技事業の参加者数（人）

基本的政策３「歴史文化の継承と市民文化の醸成」 
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姫路城に関する収集資料や復元ＣＧなどをインターネットで閲覧できるようになった。

世界文化遺産姫路城を拠点とした文化観光の推進に関しては、市民を対象とした紙漉

き体験の実施や姫路城公式ガイドブックの発行などを行った。 

 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度のセミナー等市民参加型事業の参加者数は、平

成 27年度と比べ、約 300 人増加し 2,077 人となった。 

今後は、「姫路城アーカイブ」を活用するなど、これまで蓄積した史料等の公開を進

め、所蔵資料の更なる有効利用を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

 

〈施策５－２〉「多彩な文化財の保存と活用」 

   多彩な文化財を保存し、その価値を伝えるとともに、活用するため、文化財の調査と保

存に取り組んだ。また、埋蔵文化財センターにおいて学習機会を提供するとともに、文化

財に関する積極的な情報発信を通して、文化財への愛護意識の啓発に努めた。さらに、文

化財散策ルートの整備や文化財ボランティアガイドの育成等に取り組んだ。 

 

１ 文化財の調査と保存 

(1) 関連事業 

文化財の調査と保存 

(2) 主な取組 

文化財の調査と保存に関しては、郷土文化財保存活動団体が行う民俗文化財の保存

活動や史跡管理事業に対し、毎年補助金を交付した。また、国庫補助事業として、平

成 27年度から平成 30 年度まで、埋蔵文化財分布調査を９件、試掘調査を 11 件、確認

調査を 18件実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、郷土文化財保存活動団体に対し、毎年度約 40 件の助成を行

っている。 

今後も引き続き、地域住民との協働体制を構築しながら、文化財の調査と保存の充

実を図ることが求められる。 

 

  （参考）  

 
 

２ 埋蔵文化財センターの取組 

(1) 関連事業 

埋蔵文化財の発掘調査、埋蔵文化財センターの充実 

(2) 主な取組 

埋蔵文化財の発掘調査に関しては、国の補助の活用により、分布調査、試掘調査、

確認調査等を行い、市内の遺跡の内容や規模を確認した。埋蔵文化財センターの充実

に関しては、企画展を４回開催した他、体験学習会、史跡見学会、講演会、発掘調査

現地説明会等を実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、埋蔵文化財の分布調査については、毎年度着実に実施して

いる。また、平成 30 年度の埋蔵文化財センターの利用者数については、平成 27 年度

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

1,749 1,876 1,958 2,077 1,700
城郭研究室におけるセミナー等市民参加型事業の参加
者数（人）

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

41 40 39 39 41郷土文化財保存活動団体への助成数 (件)



 

24 

 

と比べ増加しているが、中高生の利用者が少ないという現状にある。 

今後は、企画展等の実施により、更に埋蔵文化財センターを充実させ、幅広い年齢

層に対し、文化財について情報発信していくことが求められる。 

 

（参考） 

 
 

３ 文化財散策ルートの整備と活用 

(1) 関連事業 

文化財に関する情報発信、古民家等を活用したまちなみ景観の形成、文化財散策ル

ートの整備と活用、歴史的・自然的観光資源の保存と活用 

(2) 主な取組 

文化財に関する情報発信に関しては、平成 27 年度から平成 30 年度まで、冊子「文

化財見学シリーズ」を８巻発行し、平成 30 年度時点で、累計 82 巻発行した。文化財

散策ルートの整備と活用に関しては、平成 27 年度から平成 30 年度まで、文化財説明

板の設置及び修理を 36 件行った。歴史的・自然的観光資源の保存と活用に関しては、

林田地区のボランティアガイド及び学生ボランティアガイドを育成し、平成 27年度か

ら平成 30年度まで、延べ 780 回のボランティアガイドを実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、文化財見学シリーズの発刊や文化財説明版の設置・修理に

ついて、毎年度着実に実施している。 

今後も引き続き、文化財や史跡などに対する地域の人々の理解と保存継承への意識

の啓発のため、文化財散策ルートの整備や文化財ボランティアガイドの支援に取り組

むことが求められる。 

 

   （参考） 

 

 

 

〈施策５－３〉「伝統文化・歴史的文書の継承と活用」 

   市民の自主的な文化伝承活動を促進するため、体験教室などの開催を通して、担い手育

成を支援した。また、本市の歴史を集成し、後世に引き継ぐため、市史の未発刊部分の発

刊を目指した。あわせて、古文書類や歴史的価値を有する史料等、歴史的文書の継承と活

用を図った。 

 

１ 文化伝承活動の促進 

(1) 関連事業 

文化伝承活動の振興、工芸技術の担い手の育成 

(2) 主な取組 

文化伝承活動の振興に関しては、書写の里・美術工芸館において、毎年、「金継ぎ」

「紫檀の箸づくり」などの伝統工芸体験や、「姫路はりこ」「姫路こま」の絵付け体験

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

2 2 2 3 2

16,518 14,095 15,097 16,641 17,000

埋蔵文化財分布調査実施地区数 (地区)

埋蔵文化財センター総利用者数　(人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

76 78 80 82 84

59 59 59 63 82

496 504 521 529 536

95 98 99 99 107

文化財見学シリーズ発行数〔累計〕 (シリーズ)

国の登録文化財件数〔累計〕 (件)

文化財説明板設置及び修理数 〔累計〕(件)

文化財サイン助成数〔累計〕 (件)
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を実施した。工芸技術の担い手の育成に関しては、研修生の参加を積極的に受け入れ、

姫路はりこや姫路こま、姫山人形の職人による制作実演を定期的に行った。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の同館における体験教室の参加者数は、平成 27

年度と比べ、約 900 人減少し 2,213 人となった。 

今後は、新たな企画・事業も取り入れながら、より一層伝統工芸に関する体験教室

の充実を図り、文化伝承活動を推進することが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 市史の発刊等 

(1) 関連事業 

市史の編集と発刊、古文書類の保存と活用 

(2) 主な取組 

市史の編集と発刊に関しては、平成 27 年度から平成 30 年度までに２巻発刊し、全

23 巻中 21巻を発刊した。古文書類の保存と活用に関しては、市史編集室において、マ

イクロフィルム化された資料のデジタルデータ化が平成 28年度に終了した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、古文書、歴史的資料については、毎年度着実に成果を公開

している。 

今後は、市史の発刊については、最終巻の発刊を目指すとともに、歴史的文書の継

承については、良好な状態で保存していくとともに、デジタルデータ化したものを「姫

路城アーカイブ」を活用し、市民に公開していくことが求められる。 

 

   （参考） 

 

  

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

3,132 2,453 2,597 2,213 3,000
書写の里・美術工芸館における体験教室の参加者数
(人)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

20 20 21 21 23

2,564 4,574 6,770 8,116 2,260

市史発刊数〔累計〕 (冊)

古文書、歴史的資料の公開件数〔累計〕 (件)
※市史編集室、城郭研究室の合計
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政策６「魅力ある市民文化の創造と交流・発信」 

〈施策６－１〉「新たな市民文化が育つ環境の充実」 

   和辻哲郎文化賞により優れた功績を挙げた研究者を顕彰し、市民の文化水準の向上を図

った。また、姫路市美術展を充実することにより、若手芸術家等に発表の機会を提供し、

活動への意欲を高めることで、芸術家育成の促進に努めた。さらに、文化施設でのボラン

ティア活動を通して、市民の生きがい推進を図った。 

 

１ 研究者の顕彰及び芸術家の育成 

(1) 関連事業 

芸術文化・学術研究活動の顕彰、芸術家の育成促進 

(2) 主な取組 

芸術文化・学術研究活動の顕彰に関しては、和辻哲郎文化賞により学術研究活動の

顕彰を行った。平成 30 年度の推薦作品の応募数は、平成 27 年度と比べ、６点増加し

220 点となった。芸術家の育成促進に関しては、姫路市美術展を開催し、芸術家を目指

す人々に作品発表の機会を提供した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、和辻哲郎文化賞応募作品数は、毎年度 200 点を超えており、

また、平成 30 年度の姫路市美術展応募数についても、平成 27年度と比べ、120 点増加

し 680 点となった。 

今後も引き続き、学術研究活動の顕彰及び美術展の開催により、市民の文化水準の

向上を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ ボランティア活動の充実 

(1) 関連事業 

文化のボランティア活動の充実 

(2) 主な取組 

文化のボランティア活動の充実に関しては、美術館及び姫路文学館において、ボラ

ンティアを募り、ガイドスタッフや読み聞かせ等を行った。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 29 年度の美術館及び姫路文学館の年間ボランティアガ

イド数は、平成 27年度と比べ、約 400 人増加し 3,605 人となった。 

今後も引き続き、ボランティア活動を充実させるとともに、新規ボランティアの養

成に取り組み、文化活動への参加による生きがい推進を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
※平成 30 年度は美術館が改修工事を実施し、約半年休館したため、ボランティア活動人数が減少している。 

 

 

〈施策６－２〉「市民文化の交流促進と文化拠点施設の充実」 

 市民参加の交流イベントを開催し、市民が文化活動の成果を発表し、交流する機会を提

供した。また、博物館的施設については、市民文化の発信拠点をしての機能を強化するた

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

214 209 225 220 200

557 532 607 680 580

和辻哲郎文化賞応募作品数 (作品)

姫路市美術展応募数 (作品)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

3,190 3,412 3,605 2,357 3,520
美術館及び姫路文学館の年間ボランティア活動人数
(人)
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め、イベントの充実を図るとともに、連続講座の実施などにより専門的知識や技能を持っ

た人材の育成に努めた。 

 

１ 市民参加の交流イベントの開催 

(1) 関連事業 

市民参加・交流イベントの開催 

(2) 主な取組 

市民参加・交流イベントの開催に関しては、姫路文学館において、幅広い年代層に

文芸や言葉と触れ合う機会を提供するため、「ＫＯＴＯＢＡまつり」や「司馬遼太郎メ

モリアル・デー」などを実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

下記参考指標のとおり、平成 30 年度の姫路文学館における市民参加・交流イベント

参加者数は、平成 27年度と比べ約２倍となっており、また、藤原正彦エッセイコンク

ール応募作品数についても、平成 27 年度と比べ、約 800 点増加している。 

今後も引き続き、より幅広い年代が参加できるように、テーマ設定や講師選定を工

夫しながら、イベントの内容を充実することが求められる。 

 

   （参考） 

 
 

２ 市民文化発信拠点の機能強化 

(1) 関連事業 

文化発信拠点施設の活用 

(2) 主な取組 

文化発信拠点施設の活用に関しては、姫路文学館では、平成 27 年度から平成 28 年

度にかけて大規模改修工事を行い、展示をリニューアルすることで施設の充実を図っ

た。書写の里・美術工芸館では、毎年、様々なテーマの特別展や企画展を７～９回実

施し、また、学校園の児童生徒等の受入れや出前講座を実施した。美術館では、毎年、

特別企画展、コレクションギャラリー、学校連携プロジェクト展、市民美術塾などを

実施した。 

(3) 取組の成果と課題 

今後も引き続き、展示内容の充実や学校園との連携促進などにより、市民文化の発

信拠点として、各館の機能の充実を図ることが求められる。 

 

   （参考） 

 
※美術館は、平成 30 年８月から平成 31 年２月まで改修工事のため休館 

   ※姫路文学館は、平成 27 年６月から平成 28 年７月まで改修工事のため休館 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

10,891 12,424 20,432 23,815 17,900

1,211 1,002 1,827 2,080 1,500

姫路文学館における市民参加・交流イベント参加者数
(人)

藤原正彦エッセイコンクール応募作品数 (作品)

27年度 28年度 29年度 30年度 目標値

177,144 207,254 197,477 179,139 179,100
文化発信拠点施設の入場者数 (人)
※美術館、姫路文学館、書写の里・美術工芸館の合計
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【検証の概略】 

平成 27 年度以降、現計画に基づき、102 にわたる事業に取り組んできた中で、一定の成果が

あげられたと考えている。 

学校教育の分野では、義務教育学校の設置などにより小中一貫教育を推進し、子供同士や教

職員相互の連携した取組の充実を図ることができた。また、教職員のＩＣＴ機器やデジタルコ

ンテンツの活用により、わかる授業を推進し、創意工夫した授業改善を図ることができた。ま

た、学校司書の配置などにより読書環境を整備し、本に親しみを持つ子供の育成を図ることが

できた。また、「姫路市学校園消費者教育指針」の作成・活用などにより消費者教育を推進し、

消費生活に関する知識を習得し、適切な意思決定や消費行動ができる児童生徒の育成を図るこ

とができた。 

社会教育の分野では、姫路科学館、美術館、姫路文学館、公民館、図書館など、生涯学習関

連施設を整備し、施設にふさわしい展示環境の整備を行い、市民の様々なライフステージにお

ける生涯学習の振興を図ることができた。また、姫路文学館等において、市民参加・交流イベ

ントを開催し、幅広い年代層に対して芸術にふれあう機会を提供することで、市民文化の醸成

を図ることができた。 

その一方では、子供の悩みに対応する教育相談窓口を設置し、専門的知識を有するスタッフ

による相談の実施などの取組を行ってきたものの、不登校児童生徒数が増加傾向にあること、

積極的な認知によりいじめ認知件数が増加していること、特別支援学級に在籍している児童生

徒数が増加し、多様化していることに対して更なる取組の充実が求められる。 

また、検証の結果から、教職員のＩＣＴ機器等の活用が増えてきているものの、更なる活用

の促進が求められる。さらに、学校においては、地域の人材を活用した交流活動等を行ってき

たが、今後は、学校と地域との連携・協働による取組を組織的・継続的に行うことが重要であ

ることから、家庭と地域による学校との連携・協働の更なる推進などに、引き続き、取り組ん

でいくことが求められる。 

 

 


